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わが国の社会保障法は、憲法二五条を起点とするものである以上、本条の規範的要請に即した立法がなさるべきも
のであり、そのときどきの立法者の盗意的判断に委ねられてはならないことはいうまでもない。
しかるに、同条の規範的内容を把握することは二重の意味においてきわめて困難である。｜は、憲法条頃が一般に
そうであるように、同条も片をたる抽象的表現をとっているために、第一項から、国に、国民に最低限度の健康で文
化的な生活を確保する責務を課したことだけは明確であるものの、第二項の「社会保障」とは何か、それはいかに構
想さるべきかについては黙して語らないからである。より重要なこととして〆第二に、その規範的内容は社会の進歩
とともに絶えず発展する流動的傾向をもつからである。すなわち、生存権の内容はより高次のものを求めて絶えず進
展するのであり、過去にその要請をふたした立法も明日にはすでに欠陥をもつことは当然に生じうるのである。
そしてこの社会保障法の構想いかんは、憲法二五条の解釈をはなれても困難な問題であり、わが国の承ならず、先
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し
か
し
、
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず、本格的社会保障が世界的規模で登場した第二次大戦以後四半世紀以上を経過する間において、それはたえざる改
良を受け、より充実したものへ、より合理的なものへと装を改めてきた。それは、放置すれば国民生活を破滅に導く
であろう資本主義の経済法則に抗して、その国民生活を国家的に確保、安定化しようとする法原理Ⅱ生存権原理を起
動力として、進展し、流動する社会のなかで、いかにすればよりよくそれに応じうるかの各国における絶えざる模索
の歴史的成果であった。そしてそこに、少なくとも資本主義国においては、世界的に共通の社会保障の構想ないし手
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（１） 
法についての基本的動向が看取されうるのである。それは、長年の試練を経た歴史的産物であると同時に諺生存権発
展の論理に導かれた帰結なのであって、当分は動かし難いものとして「社会保障」に中味を与え、わが憲法一一五条の
解釈の手掛りをも提供するに至っていると思われるのである。
いわゆる牧野訴訟（東京地裁、昭四一一一・七・一五判決）、堀木訴訟（神戸地裁、昭四七・九・二○判決）、宮訴訟
（東京地裁、昭四九・四・一一四判決）などにおいて共通に対象となった国民年金法上の福祉年金に典型的にふられる
「無拠出年金」（ｚｏｐＬＵｏ貝号員・昌甸の畠・口）Ｊもまた右に述べたごとき過程のなかで、世界の社会保障の所得保障部
門にあらわれた制度である。この福祉年金が国民年金法上、「補完的」あるいは「経過的」た性格しか与えられてい
ないため、無拠出年金の社会保障体系中はたすべき機能の重要性はもとより、その法的性格についても、わが国では
（２） 
まだ十分理解されていないように思われる。本稿は、宮訴訟第一審判決を機に、生存権ないし社会保障発展史上あら
われたこの無拠出年金について、その制度的意義の考察から、法的性格ないし特質を解明するとともに、それとの関
連における、あるべき全社会保障法体系について検討し、最後に宮訴訟判決に論及することとしたい。
ところで、今日の社会保障法上の年金制度には、多かれ少なかれ国庫の補助がなされており、その意味で、現在に
おいては年金はすべて無拠出年金的要素をもつ。むしろ無拠出年金に対置されるべき純粋な形での拠出年金は存在し
ないといってもよい。固有の無拠出年金は、拠出年金の無拠出化の一般的傾向の極限にあるものに過ぎない点に注意
（３） 
すべ当ぐである。しかし本稿では、一応かかる無拠出的要素をｊもった拠出年金を度外視し、固有の、完全な形における
無拠出年金、しかも、論述の便宜上、その中心をなす無拠出老齢年金を扱う。わが国においては、この典型である老
齢福祉年金（国民年金法七九条の一一、八○条）のほか、「年金」なる名称は付されていなくても、いわゆる谷間の老
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四
人に対する老齢特別給付金（同法附則一二条）もこれにあたり、また、やや変形的ではあるが、国民年金法上、保険
料免除期間を有する者に対し支給される本来的老齢年金のうち、その免除期間に対応する部分（通常の額の一一一分の
（４） 
一．法一一七条一項一一号。以下「保除料免除期間対応年金」と呼ぶ。）も、これに属するものとみることとする。
（１）とくに、従来の世界における社会保障（所得保障としての）の二つの。〈ターンであった大陸型と福祉国家型とが合して収敏
化する傾向がふられることが注目される。］・］・ロー己の胃・ロ〆欝のの○日一芯ざ：｝の９ｍ。＆・ロ・巨四の〔、・・○・勺の「『ご》寓目ゴの
同日員の。【ざ・国一ｍｍ◎豆〔】葛旨の日畳・邑砂：一汗目『三両の弓一ｍ三・（扇の少）」＠ｓ・］（高藤訳、社会労働研究一七巻三Ⅱ四号
所収）、拙稿「近年における社会保障法の発展の動向と生存権原理の進展」（社会労働研究一八巻二号）など参照。
（２）無拠出年金についての法学上の先覚的研究としては、角田「社会保障法の課題と展望」二九六八、法律文化社）所収、
「社会保障法の体系」（一一頁以下）、「無拠出制所得保障について」（一一一六頁以下）、佐藤進「日本社会保障法制の現状とそ
の分析ｌ社会保障法制の体系的整備の当面する課題ｌ」（季刊労働法六二号）、河野正輝「生存権と老齢福祉年金」（法律
時報四三巻一四号八○頁以下）などがある。
（３）この点を別としても、「無拠出年金」として、法律上別段の定義があるわけではなく、それを、要するに、「受給者の事前
の拠出なしに支給される年金」と解すれば、立法形態として様々なものが予想されうる。したがって、「無拠出年金」と
して独自の概念を立て、その独自の法的性格等を究明しようとする一」と自体に危険性なしとしない。しかし、社会保障法
発展途上登場する無拠出年金は、形の差はあれ、本質的な差はないものと認め、理想型としての無拠出年金を念頭におき
つつ、本稿はあえてこの危険を冒そうとするものである。
（４）保険料免除期間対応年金額が通常の場合の一一一分の一とされているのは、正規の年金についての国庫負担分（三分の一）を
保障する趣旨とされる（社会保険事典九七○頁）が、そうすると、本文でも述べたように、正規の場合でしゑなこの国庫
負担分Ⅱ無拠出年金的部分をもっており、ことさら保険料免除期間対応年金の承を無拠出年金として取り出すことは根拠
にとぼしいことになる。しかし、もし全期間が保険料免除期間である者に対する年金は、完全な意味での無拠出年金に砥
世界における社会保障法発展史上、無拠出年金制の出現はそれほど新しいことではない。すなわち、一八九一年の
デンマークをこう矢として、一八九八年のニュージーランド、一九○｜年のオーストラリア、一九○五年のフーフソ
（１） 
ス、一九○八年のイギリスと続くのであって、それは拠出制年金、すなわち社会保険としての年金制度出現の前史を
（２） 
飾るものとして、「社会保障方法の発達過程における過渡的局面」においてあらわれたものであった。当時，世界は
すでにビスマルクの拠出制老齢、廃疾保険制度二八八九年創設）を知っていたにもかかわらず、あえて無拠出制が
とられたのは、イギリスにおいては、老齢という現象が、人生初期の段階にある者にとって、あまりにほどとおいも
のであるため、拠出の必要性が感ぜられないこと、そして拠出制であると、年金は長年月の拠出期間後にはじめて得
（３） 
られるもので、現にそれを必要とする老齢者層には恩典を与蚤ええないこと、に配慮が加えられた結果であった。この
ことはイギリス以外の国においても、多かれ少なかれあてはまるものと思われる。
しかし、その後の各国における拠出制年金の整備はやがて無拠出年金の存存意義をうすれしめることとなり、「光
（４） 
彩を失ったばかりでなく、それ（拠出年金Ｉ筆者）によっておきか鱈えられさえし」た。すなわち、拠出制年金の導入
とその成長によって、各国における年金制度の中心的位置には拠出制年金が占めることとなり、無拠出年金の位置
は、その拠出制年金制度から落ちこぼれた者を救済するためのものとして拠出制年金のごく補完的な意味あいのも
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五
かならないし、また、後述のごとく、私はこの保険料免除期間対応年金こそ将来の国民年金における最低保障制－無拠出
年金制として発展すべき重要性をもつものと考えるのであえて無拠出年金として扱ったものである。
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のに転落することを余儀なくされたのである。
しからぱ、その拠出制年金発達後は、無拠出年金は衰退の一路をたどったか。わが国の福祉年金出現にもよられる
ごとく、事実はそれに反することとなった。それは、素朴な社会保険の時代から、国家があまねく国民の生活を保障
しようとするより高次の生存権原理の進展に支えられた社会保障の時代に入るとともに、中心的制度としては拠出制
年金を据えながらも、その拠出制によって年金が保障されない者、とくに貧困のためその拠出能力さえなかった者を
救済するため、無拠出年金制の必要性が強く感ぜられるに至るからである。このようにして、いったんは光彩を失っ
たかに承えた無拠出年金は、社会保障の進展した現在においてはその初期的役割を変更して拠出制の補完としての地
位に置かれはしたものの、再びその存在意義を強く主張することとなったと認められるのである。
しかも、この現在における無拠出年金の必要性と必然性の根拠は右に述べたところにとどまらず、以下に述べるご
とく、それが補完する拠出制年金における最低生活費確保への動向のなかにより強く存在し、その法的性格もこの最
低年金（三言日巨日祠の量・ロ）との関連においてとらえられるべき面を強くもっている。
周知のごとく、世界の社会保障（所得保障）には、ビスマルク社会保険の影響のもとにヨーロッ・〈大陸諸国に多く
承られる型（大陸型）で、労働者を主たる対象として、被保障者の所得に応じた拠出、給付をなす所得比例制を特色
とするものと、イギリスを筆頭とするアングロ・サクソン系諸国および北欧諸国にふられる型（福祉国家型）で、あ
まねく全国民を対象とし、均一の拠出・給付をなす均一制を特色とするものとの一一つの型がみられるところである。
後者は平等主義に立つが、前者は、各人の能力や寄与を重視して、それとの関連で権利の条件や内容を決定しようと
（５） 
するいわゆる能力主義に立つ。
このうちの均一制はやく．〈リッジ構想がよく示しているように、ナショナル・ミニマム確立の思想が根底にあるの
（６） 
であって、「その額だけで生存に必要な最低所得」、すなわち最低生活の保障を本質的に指向している。、もちろん、現
実には財源問題からその実現は困難であることが多いが、いやしくも、貧富の差にかかわらず国民にあまねく一定額
を保障しようとする均一制は、かりに国民に生活水準の高い層があっても、客観的にそれ以下に下りえない生活水準
は国家的に保障するという原理を前提にするものと糸ざるをえず（貧者に対してさえ無意味な額を富者に、屯平等に与
えることはさらに無意味である。）、その支給額は最低生活を保障する額を目標とし、財源の許すかぎり、これに近づ
こうとする性参向を内蔵しているのである。
これに反して、所得比例制においては、その能力主義原理から、もともと、社会保険が全国民に最低生活を保障す
る思想までももってはいなかった。しかし、いかに能力主義とはいえ、その対象者が国民の全部を網羅せず、またそ
の給付額が最低生活維持にもこと欠くごとき状態をながく放置することは生存権原理の賎展した今日の社会保険とし
て許さるべきことではない。わが憲法一一五条一項が明言するように、すべての国民に対する（普遍性原理）最低生活
の確保（最低生活原則）は、生存権原理において第一義的に達成されなければならないことは、洋の東西を問わず、
（７） 
今日の社会に並曰遍的な原則である。そこで、時代の経過とともに、所得比例制国においては、漸次その対象を全国民
に拡大するとともに、能力主義原則を修正し、その給付額の低下に歯止めをかける最低保障制が登場することとなっ
この最低保障制は、若年退職者、短期Ｑ雇用期間しかもたない者（とくに婦人）、長期の海外居住期間を有する
者、拠出額の少ない者など、正規の要件のもとでは満足な給付額をえられない者を救済し、それ以下に下りえない最
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一般に無拠出年金とは事前の拠出なしに支給される年金であるから、そこには最低年金制における以上のきわめて
強い社会法的扶助原理が作用していることは容易に看取されるところであるが、ただ、それだけをゑたかぎりでは、
う
◎ 
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（８） 
低額ｌそれは理念的には最低生活保障額を意味するｌを確保させようとするものである。これは、制度の新設や改造
に際して多くとられてきたが、一九五六年のフランスにおける国民連帯基金からの補足年金、一九六五年のイタリヤ
（９） 
の「社〈云年金」のように、より一般的制度として定着する傾向がふられるのである。
このようにして、均一制国においても、所得比例制国においても、それぞれの立場から年金額に最低生活保障の機
能を確保させようとする動向が示されるのであるが、この最低保障制は、年金受給者に少なくともそれによって最低
生活を確保させようとする社会法的原理から、収支相等、給付・反対給付均等などの保険固有の諸原則を修正し、受
（、）
給者の過去の拠出額以上の額の年金を支給することを意味するものである。そしてこの場〈口、その受給者の拠出額の
不足分は、その制度内の他の構成員ないし国庫の負担に帰する反面、受給者にとっては、その拠出額に糸あう額をこ
える年金額の部分は、とりもなおさず、部分的ではあるが、無拠出年金にほかならないことになるのである。ここに
すでに拠出が全くない者に支給される完全な形の無拠出年金出現の理論的契機がある。右のような最低年金出現の基
、
、
礎となった社会法原理からふた場合、正常な年金額の受給要件としての拠出要件の一部欠陥者と全部欠陥者とを別異
に扱う根拠はほとんど、存在しないからである。右の社会法的原理による保険原則の破棄の観点からは、拠出要件の
一部欠陥も全部欠陥も量的差異にすぎず、質的な差異はなく、むしろ、拠出がまったく不可能なような低所得階層に
対しては、生存権原理からして、最低生活確保は可能な年金を保障することの必要性はより強く感ぜられるである
無拠出年金の創設自体やその給付額は、一国における社会法思想の強弱ないし財政資金の事情に依存するものであっ
て、その創設の必然性は必ずしも明確でなく、その額も立法政策上あるいは財政上の問題として恋意的に決定される
ものと理解されることにもなろう。
しかしながら、ひとたび拠出制年金への最低保障制の導入Ⅱ保険原則の破棄による、拠出の部分的欠陥者の救済、
がなされた場合には、右に述べた理由から、完全な形の無拠出年金制を設けることとともに、その額が拠出制におけ
る最低年金額と一致させるべきこと、すなわち、その額が最低生活保障に足りるものであることが、社会法原理の糸
ならず、法の下の平等の観点からも必然的な、当然の要請となるものである。そしてしかも、拠出制年金におけるそ
の最低保障制の確立は、さきにも述べたごとく、生存権原理の進展に支えられた世界的な社会保障の確固たる動向と
して示されているのである。
、
、
、
、
、
、
このようにして、現在における無拠出年金創設を理論的にもっとも強力かつ明確に要請するものが、世界的動向と
してあらわれている拠出制年金における最低保障制の確立であることが知られるのであるが、そうである以上、この
現在における無拠出年金は、その年金の最低保障制との一体的関連のもとに、その最低保障制が確立された拠出制年
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
金の補完として、拠出（能力）のない国民層に対する、年金の形をとおした最低生活保障としての基本的性格を有す
るものとして把握されうるのである。世界における社会保障発展の流れからみたかかる無拠出年金の性格にもかかわ
らず、わが国の無拠出年金にはこれに即した内容が与えられていない現状である。わが国の場合、そもそも年金にお
ける最低保障制自体不明確なものがあるが、厚生年金における基本年金額のうちの定額部分の最低額、一一七八、六
（ｕ） 
四○円を最低保障額とふれば、これに対するわが国の典型的無拠出年金である老齢福祉年金は現在（昭和四九年度）
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一○
九万円（ただし、夫婦で一八万円）にすぎない。このことは、わが老齢福祉年金が国民年金制度の新設にともなう
「補完的」、あるいは「経過的」制度にしかすぎない暫定的なもので、時の経過とともにやがて消滅すべき運命にあ
（皿）
ることによって、その社会保障法上あらわれた歴史的使命の重要性や、その基本的性格が見失なわれているゆ饅えと思
われる。しかし、わが老齢福祉年金も、拠出の不可能であった者にも年金による生活保障を与えようとするものとし
（凶）
て、あきらかに真正の無拠出年金にほかならず、「暫定的制度」のゆ塗Ｚをもって軽視することはできない。の糸なら
ず、この暫定的使命達成後は、その制度の趣旨は、最低年金制度と一体化して、無拠出年金の一としての保険料免除
期間対年金の制度に引き継がれて発展すべきものであることを知らなければならない。すなわち、将来における無拠
、
、
、
、
、
、
、
、
、
出年金は、制度創設にともなう加入不可能者や不完全加入者ではなくて、正規の加入者でありながら拠出能力のない
者を対象とする恒久的制度として充実されるべきものである。
また、額の低さの点についても、この現実の姿ゆえに、その年金の基本的性格を否定するのは本末転倒である。批
判は、その基本的性格に適合しない現実の額の低さに向けられなければならない。老齢福祉年金の承ならず、老齢特
別給付金（現行六六、○○○円）、全被保険者期間が保険料免除期間とした場合の保険料免除期間対応年金（期間一一
五年で、現行九二八八○円）ともに、その額は、年金の最低保障額と均衡を保たせられるべきである。かくしては
じめて名実ともにそなわった無拠出年金といえるのである。
さて、無拠出年金の法的性格を右のように把握するとすれば、従来の社会保障（所得保障）の体系についての一般
（Ｍ） 
的理解としての公的扶助および社会保険の一一大部門のうち、無拠出年金はいずれに属するかの問題がある。この点
（焔）
は、牧野訴訟においても、老齢福祉年金の性格をめぐり論争されたところであって、判決は、同年金が他に公的扶助
があることを前提として老齢者の所得の一部を保障しようとする補充的性格のものとの国側の主張を却け、公的扶助
的性格の強いものであると判断した。この場合、その「公的扶助」とは生活費補充的なしの以上のものであることを
推測させるだけで、その概念はあきらかにされてはいない。
一方、学説においては、老齢福祉年金等は伝統的公的扶助とは区別され、社会保険と公的扶助の中間、あるいは両
（随）
者の間の第一二の領域に位置づける説が有力である。私は、無拠出年金の財源は必ずしも公費だけに限られず、他の拠
出者からの援助が導入されてもよいと考えるので、その点だけでもすでに従来の公的扶助との差を見出すのである
が、より根本的には、無拠出年金が前述のように、「年金の形をとおした最低生活保障」であるところに従来の公的
扶助との差があるとふる。同じ扶助であっても、従来にはふられない新しい方式である点に注意されなければならな
いのである。この新しい方式の特質の解明はきわめて重要と思われるので、以下でさらに考察することとする。
（６） 
（７） 
（１） 
（２） 
（３） 
（５） 
無拠出年金の沿革の概略については、塩野谷、平石訳「ＩＬＯ・社会保障への途」一三頁以下参照。
（４）前掲、塩野谷、平石訳、一四頁。
濤昌８国日８資二のＰ目ロ、。｛言壽｝｛胃のの国［のご山ａａ・己，二・
］・］・ロロ円］『・ｐＨ》・ロ・鼻．．ご・〕ｓ・世界における所得保障としての社会保障の一一つの型については前掲拙稿九四頁以
ベバリッジ・レポート倉ｇ昌一盲日目・のシ目送一】ａ印の三Ｃの、葛己§・ろ、山田鑑訳一八七頁。
拙稿、前掲一○九頁以下参照。籾井教授はこの最低限の生活保障を「緊急的生存権」として強調されている（籾井「社会
保障法」（総合労働研究所、一九七二）八六頁以下）が私も同意見である。これが狭義の生存権で、憲法二五条一項に対
応する。そして、私見では、同条二項の「社会保障」は、この最低生活保障とそれ以上のレベルにおける生活保障を含め
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下にふれた。
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た広い意味のものと解する。
（８）園甸竪の『》負冨巨曰自ｏ－ｑＩ街の旧の己・ロ⑪薯宣§凹斤冨一㈲四ヶ・日宛のく一の言》ぐ・一．ご口》Ｚ。．］（①」召。）ご・田ｌ現在年金
制をもつ国の七七％が最低保障制をもつとされる。
（９）この傾向については、「西欧における社会保障の動向①」（上村政彦氏報告）週刊社会保障六三六号三四頁以下参照。
（Ⅲ）この関係は、私保険原理に近い所得比例制国においてより顕著であるが、均一制国においても拠出不足額の国庫負担によ
るカバーという形においてなされうる。
（ｕ）昭和四九年八月の自動スライド以後の額である。わが国に年金額についての最低保障の思想があらわれたのは、昭和二九
年の改正後の厚生年金における定額部分（当時二万四千円）の設定で、文字どおり定額であった。その後昭和四○年にお
け
る
通
算
制
度
の
創
設
に
と
も
な
い
、
こ
の
定
額
部
分
は
被
保
険
者
期
間
の
月
数
に
比
例
し
て
変
動
す
る
こ
と
と
な
り
、
（
こ
の
点
に
つ
い
ては、厚生省年金局年金課他編「全訂厚生年金保険法解説」（昭四九）二九一頁以下参照）現在は、法文上、』》ｓ○四×鴬
宛扉雌遵囲０．群（小昔ご岱乞一ｎ出汁片ダト叫一芭色）で（法三四条一項一号、一一項）、最短の被保険者期間一一四○月で計
算
す
る
と
、
年
二
四
万
円
と
な
る
。
こ
の
最
低
定
額
部
分
は
、
受
給
者
の
過
去
の
賃
金
額
の
多
寡
に
か
か
わ
り
な
く
、
ま
た
二
四
○
月
に
糸
た
ない被保険者期間をその月数まで引上げている点に最低保障制としての意味合いが認められる、この額が厚生年金の障害
年金、遺族年金の最低保障額となり（法五○条一項三号、六○条二項）、これがさらに国民年金法上の障害年金の最低保
障額、母子年金額等とされる（法一一一三条一項但書、一一一八条）。そしてこの額は、国民年金法上の拠出期間二五年の場合の
正規の老齢年金額とも一致する（二七条一項一号）が、ここには右に述べた厚生年金におけるような最低保障としての意
味合いは見出せない。
（、）国民年金法上の無拠出老齢福祉年金には、補完的年金と経過的年金との二種がある。前者は一応拠出制における被保険者
であるが、制度創設時にすでに高齢であったため拠出期間の短い者に、それにもかかわらず一定額を支給しようとするも
の（法七九条の二）であり、後者は、制度創設時さらに高齢であったため被保険者にもなりえなかった者に支給されるも
の（法八○条）である。いずれも、時の経過とともに消滅する意味で「経過的」である。
（⑬）昭和四八年九月末現在の老齢福祉年金受給者数は、七○歳以上人口の七三、九％にあたる一一一七○万人で、逐年増加の傾向
にあり（昭四九年版厚生白書一一一五三頁）、受給者の実数の面においても、ここ当分の間、老齢福祉年金の老齢者の生活保
今日までの所得保障としての社会保障制度を構成してきた二つの重要な制度である公的扶助と社会保険は、その保
障原理ないし機能に顕著な相違がみられるところである。後者は、「社会」保険であるとはいえ、「保険」技術を利用
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障
に
果
た
す
役
割
は
大
き
い
も
の
が
あ
る
。
、）社会保障の法体系についての従来の主要な学説の概略については、籾井前掲書七七頁注Ｄ、の参照。論者により名称は異
り、またこの二部門のほか他の部門を追加して三部門ないし四部門説をとるものが多い。籾井教授自身は「社会保険」
「社会扶助手当」「社会福祉事業」「公的扶助」の四部門説をとられる。籾井説にふられるように、従来のこの点について
の学説は、保障方法別分類方法であったが、これに対し荒木教授は、生活保障の要保障性の構造と程度を重視する立場か
ら独自の分類をされる（荒木「社会保障法」（昭四五、ミネルバ）三六頁以下。）。私自身の見解は他日を期する。荒木教授
が保障技術上の差異を重要視されない点は私も同調したいが、さりとて、教授が無拠出年金（福祉年金）について「一定
の原理に立脚して出現したものではない。拠出制年金と本来異質であろうか」とされる（荒木「社会保障の法体系と権
利」（季刊労働法八四号四四頁以下））点は、無拠出年金の独自の意義が看却された疑いがあり承服できない。既存の公的
扶助、社会保険といった制度別体系論の是非はともかくとして、牧野訴訟や宮訴訟で争われているように、無拠出年金が
最低保障か、それ以上か、あるいはそれ以下、すなわち生活に対する補充的、上積み保障的性格のものかというその法的
、
、
、
、
、
、
、
、
、
＄
、
性格の問題は、現行法上決定的な重要性をもっている。こ―」ではこれに応じ、現在においてはあきらかに性格の異る公的
扶助、社会保険（一般的理解では、前者は最低生活保障、後者はそれ以上の保障）と無拠出年金との関係を右のような観
点から分析しようとするものである。
（巧）判例時報五二三号所収。
（超）角田前掲書四四頁、佐藤「社会保障の法体系」（一九六九、勁章）’’一三頁。河野前掲八四頁も同旨か。
三
無
拠
出
年
金
の
扶
助
方
式
と
し
て
の
進
歩
性
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するものであるところから、老齢、廃疾といった、あらかじめ予想された保険事故が発生すれば当然に保険給付がな
されるものであって、その受給者が現実にその保険事故発生によって生活不能となったか杏かを問わない。すなわ
（１） 
ち、保険給付は生活不能の可能性に対してなされるのである。もしかりに、その受給者に他の資産があり、保険事
故発生にもかかわらず生活維持が可能であっても、保険金の受給は、その受給者の過去の拠出に対する反対給付とし
て、私法的意味における権利としての性格さえもつものである。この反面においてもしその受給者が、その保険金を
もってしてなお生活不能状態から脱しえないとしても関知するところではない（とくに所得比例制の場合）。社会保
険における社会性は、前述の最低保障制の導入などにより、かかる保険原理からくる欠陥を除去しようと努めるので
あるが、根本的にはこのような原理を秘めているのである。
これに対して、前者はまったく逆の原理に立つ。すなわち、それは、単なる生活不能の可能性ではなくて、現実の
生活不能の状態に対し、その生活を可能とする限度で給付をなすことを特質とする。したがって社会保険におけるご
とく、その給付額によっても生活不能である状態を放置しない反面、その給付額は最低の生活可能の線で打ち切られ
る。ここに公的扶助における強い補足性の原則とミーンズ・テストがあらわれ、これが社会保険に対する重要な特質
では、無拠出年金は、原理上、この一一つとどのように異なるのか。それは、「無拠出」である点において、保険と
異なり公的扶助に類することはいうまでもないが、「年金」という「定額」支給形態Ｔ受給者の個別的な困窮度を
捨象した一律額の支給）をとる点において公的扶助と異なるとふられるのである。そして、この年金形式によるとい
うことは、必ずしも現実の生活不能を前提とせず、従って補足性の原則とも無関係であることを意味し、その結果は
となるのである。
またミーンズ・テストからの解放をも意味する。ただ、現実には財源の関係から、たとえばわが老齢福祉年金にイン
カムテストがとられているごとく、軽度のテストを受けることはありうるが、この制限は無拠出年金の原理からふれ
ば
、
財
源
上
の
制
約
か
ら
く
る
便
宜
的
、
政
策
的
な
も
の
で
あ
っ
て
、
本
質
的
な
も
の
で
な
い
と
解
さ
れ
、
厳
格
な
ミ
ー
ン
ズ
・
テ
ス
ト
が公的扶助の本質に由来するのと大きな差がある。
こうして、無拠出年金は、佐藤教授によれば、公的扶助と社会保険との接近融合現象によって創出されたものであ
（２） 
り、まさにこの両面をもちつつ、しかも両者のいずれとも異なった性格を帯びるのであるが、前述のごとく、今日の
無拠出年金が拠出制年金の補完的地位にあること、拠出ということが今日の社会保険全体の公的扶助化現象によっ
て、社会保険の特質たることを失いつつある反面、公的扶助における扶助原理と無拠出年金のそれとの間の差が重要
であることから、いずれかといえば、私は無拠出年金を社会保険系列に属するものとふる。すなわち、無拠出年金
は
、
社
会
保
険
の
公
的
扶
助
化
の
極
限
に
あ
る
も
の
と
と
ら
え
る
の
で
あ
る
。
さて、このような特質をもつ無拠出年金は、従来の公的扶助に対し、生活不能者に対する扶助として大きな前進を
示すものであった。いな、既存の公的扶助の欠陥克服の意図をもってあらわれたところにその歴史的意義があった。
すなわち、従来の公的扶助は、前述の無拠出年金出現当時、なお恩恵的色彩が強く附着していたことはもちろんのこ
とながら、その扶助方式の特色として今日も残存する補足性の原則とそれに結びつく厳格なミーンズ・テストは、被
扶助者の自立に必要な資産を含めた主要な資産の一切、さらに自立への努力の結晶である若干の稼得をも奪い（生活
保護法四条、八条）、これにミーンズ・テスト自体の屈辱感が加わって、結局は被扶助者を再起不能の貧困と絶望の
深淵に陥れずにはおかない、きわめて陰湿、非人道的かつ非合理的扶助手段であって、無拠出年金は、かかる古典的
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このようにして、無拠出年金は、その進歩性により、従来の公的扶助にかわるぺぎ新らしい最低生活保障方式たる
使命をになって登場したものであるが、この登場の結果は、拠出制年金における最低保障制とあいまって、以下に述
べるごとく、今後の全社会保障法体系に大きな変動をもたらさずにはおかないのである。
（４） 
ヲＣｏ
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一一ハ
公的扶助（救貧法）からの脱却が指向されたものであった。このことはイギリスの例であきらかである。一九○八年
のイギリス初の無拠出老齢年金法員ｅ」し、の勺の畠・ロのシ耳豐は、当時において屈辱をこえて恐怖でさえあった
宝〕・ＨＥ笥閃澤堅電ｌそれさえ恩恵的なものでしかなかったＩから老齢者を解放し、畳三田ロの月旦層はなお附着した
ものの、それ以前の畳刃５二四司弓における員曰２ａＣのの｛言盆・ロ葛よりは緩和されたものとし、さらに受給に明確な
（３） 
権利性を附与しようとしたものであった。今日の無拠出年金は、前述のごとき扶助原理上の特質から、ミーンズ・テ
ストの緩和からさらにインカム・テスト程度へと漸次要件を緩和するのであるが、それは受給者をして、原則として
受給前の資産状態において受給することを可能ならしめて最低生活以下への転落を予防し、精神的にも物質的にも老
後の満足すべき生活の基礎を提供するであろう。また一律額の支給は、老後の労働意欲をそこなうことなく、総じ
て人道的、合理的で明朗な最低生活保障手段となることは確実である。ここに無拠出年金の古典的公的扶助に対する
最低生活保障としての決定的な進歩性がある。この場合、有資産者にも無拠出年金を支給することについては、費用
の〃浪費〃としての批判もおこりえようが、今日の社会においては、労働年齢をこえた国民の大部は生活維持のため
に処分すべき資産もなく、ただちに生活不能に陥る可能性がきわめて高いことを想起すべきである。ミーンズ・テス
トからの解放のもたらす利点は、ごく少数の有資産者への冗費支給の幣害よりもはるかに大なるものがあるのであ
しかし、前述のごとく、社会保険自体への最低保障制の導入、およびそれと一体的関係を有する拠出制年金の補完
としての無拠出年金の創設は、この関係に重要な変更を迫るものである。すなわち、社会保険ｌとくに所得比例制の
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従来からの所得保障としての社会保障の法体系における社会保険と公的扶助は、さくリッジ構想に承られるよう
に、全国民を対象とする包括的な社会保険が、それだけによって最低生活保障を可能とする額を確保することによ
（１） 
り、従来の公的扶助の存全意義と基盤を大きく後退させるような構想をもつ場合を除き、一般に、それぞれ独自の原
理に立って併立し、後者はもっぱら最低生活の保障、前者は、均一制国を除き、私保険原理の強い影響のもとに最低
生活保障とはかかわりのない額における生活保障を担当して発達をとげてきた。したがって、もし社会保険の給付額
が最低生活保障にも不足するような場合には、その不足分は公的扶助が補てんするという関係が存在し、かつ予想ざ
れていたのである。
グー、グー、〆￣、
４３２ 
、-〆、－グ、－〆
（１） 
といっても》社会保険であって、老齢等の保険事故発生によって国民の大部は生活不能となる可能性がきわめて高いこ
とを前提としている。
佐藤進「日本社会保障法制の現状とその分析」（季刊労働法六二号四九頁）
イギリス一九○八年法制定の経緯については、富・国２８．℃・鼻，．ｂロ。届Ｃｌ厨の参照。
この弊害除去のためには、課税による吸収が妥当と考えられ、私はすべての年金を非課税とすべしとの議論にはにわかに
賛成しえない。もっとも現行の老齢者年金控除（租税特別措置法二九条のこの非課税限度六○万円が妥当かどうかは別
論である。
四
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一八
場合ｌは、最低保障制ないし無拠出年金を創設ないし配列することによって、従来は公的扶助の独占分野であった最
低生活保障機能を自己の体系下にとりこみ、それ自体のなかに最低生活保障原理と従来から所有していた生活維持原
（２） 
理とを併せもった自己完結的体制を完成するのである。その結果として、従来の公的扶助は、その奪いとられた分だ
（３） 
け支配領域を縮小されることとなり、逆に社会保険の側においては、その分だけ「公的扶助化」が促進されることに
年金制度における最低保障制の導入ないし無拠出年金の創設とそれによる従来の公的扶助と社会保険の関係におけ
るこの変化の動向は、国民皆年金化ｌそれ自体、社会保障の普遍性原理の発現として、憲法一一五条のほか、一四条か
らの要請でもあるＩの完成によって一層進展せしめられるべき必然性をもっている。国民皆年金、すなわち国民全部
が年金を保障される体制が整備されない間は、最低生活保障は、その体制外に残されている人戈との共通の面におい
て、年金制度外の公的扶助法にゆだね、その年金額が最低生活保障に不足することも許されたであろう。しかし、ひ
とたび国民皆年金体制が確立されたのちにおいては、その年金が之〈－すべき生活事故ｌ老齢が中心Ｉに関し、年金
額が少ないために、その不足分の補てんを他の制度に依存しなければならないというのでは、制度の一一重化となるば
かりか、それ自体きわめて不完全かつ無意味なものと承られざるをえない。国民皆年金化した以上は、それは、そこ
に当然に予想される十分な拠出条件や拠出能力を欠く国民層に対しても、最低限度の生活は確保できる内容が自己完
結的にそなわることを当然に要請するのである。
こうして、年金制度内における最低保障制の導入や無拠出年金による補完と、それらによる従来の社会保障法体系
の変化は、社会保障制度発展の過程における必然的な帰結とみられるのである。いな、かかる体制をとることは、後
なった。
述のごとく諺生存権原理の進展した今日の段階鴇とくに国民皆年金時代における憲法規範上の要請とさえふられるの
である。このような観点からふた場合、世界における主要各国では、ほぼ完成の域に達した国も存在している。公的
扶助基準と年金制における最低保障基準との関係についての数年前のＰ・フィッシャーの調査によれば、前者に対す
る後者の割合いは、アメリカは六一一一・二％（一九六一・六一一）と低いが、スエーデン九一一一・一％（一九六○・六一）、
イギリス九九・四％（一九六五）、フランス一○○％（一九六五年以後）と、年金額の最低保障基準は、公的扶助基
（４） 
準とほぼ同一の水準に達している。そして、これにさらに無拠出年金をも加陰えて、一一一者の水準が理想的に一致させら
れている例がフランスにふられる。フランスにおいては、現行無拠出年金制のなかで中心をなすものは、一九四一年
（５）． 
創設のＡｖＴＳ（シ一一・§】○口目〆ぐ宮ＨＨＨ凹邑｝｝の日切圧｝四忌切）であるが、拠出制一般年金額はこのＡＶＴＳの給
付額（一九七四・一から年額一一、四五○フラン）を下ることができない（Ｑ）」①のこの一陣のひ○口Ｈ怠の・・巨の》冑〔．Ｆ・
四参）こととされる反面、老齢者に対する公的扶助の代表と目される老人の居宅扶助（シ己山Ｃ・己Ｑ］の）のなかの単
（６） 
純手当（シ一一・日は。□の百℃｝の）の額もこれと同額とされている（□のＲの（口。．⑰←ｌ巨図由昌田口・ぐの白耳①巴。』》雪【・函）。
そして、拠出年金、無拠出年金、公的扶助の三者に共通のこの額の低さをカバーするために、一九五六年において前
述の国民連帯基金（句・二号ｚ畳・息｝』のの。］吾円忌）による補足給付（口｝｝・§】・口のロロで一の曰①日昌の）の制度が設けられ、
結局、フランス国民は、すべて、無拠出年金額とこの補足給付額（一九七四・一から二、七五○フラン）との合計額
（７） 
までは、最低限、確保されることになったのである。
一方、この関係をわが国について承るに、わが国の代表的公的扶助法である生活保護法上の六○歳の老夫婦の一級
（８） 
地における生活保護基準は、現在、年、四二九、七二○円である。これをまず最低年金と比較するに、前述の厚生年
無拠出年金の法的性格とその社会保障上の地位
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二○
金の最低定額部分、一一七八、六四○円を最低年金と糸、これに配偶者加給年金額（二八、八○○円）を加えた額一一一○
七、四四○円は、右の生活保護基準の約七二％である。つぎに、公的扶助基準に対する無拠出年金の割合となるとさ
らに低く、現在の老齢福祉年金の年額九万円、夫婦で一八万円で、約四二％、最短被保険者期間が二五年で、全期間
保険料免除期間の場合の保険料免除期間対応年金は夫婦で一八五、七六○円（スライド後）、約四三％、さらに特別
老齢給付金となると、夫婦で一三一一、○○○円で、約一一一一％の低さである。
このようにして、公的扶助基準との関係でふた場合、わが国の最低年金は先進国に比してその水準が低く、無拠出
年
金
に
な
る
と
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ら
に
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し
かし、国民皆年金体制が一応とられた今日の生存権発展段階においては、もはや、何らかの形において老齢者の最低
生活が確保されればよいというものではなく、「年金」というより進んだ形において、かつ年金制体系のもとにおい
てなされなければならないと承られるのである。憲法二五条一項は、かかる最低生活保障の方式にまで言及しないた
め、最低生活をどのような形で保障するかは立法政策の問題として、右のような形をとることが同条項の要請とふる
ことは一見困難のごとくである。しかし社会保障の推進原理である生存権は、他の基本的人権とは異り、その意味内
容は時代とともに進展する。一応の公的扶助法の整備による必要最小限度の体制がとられた以後の段階においては、
最
低
生
活
保
障
に
か
か
わ
る
生
存
権
（
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義
の
生
存
権
）
は
、
当
然
の
趨
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て
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に
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、
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扶助方式における非人道性、非合理性からの脱却ｌへと内容的進展をとげ、またとげるべきものであろう。そして、
これが他方において確立を承た国民皆年金体制（前述のように、これも憲法規範上の要請からでたものである）と結
びつき、最低生活保障は右に述べたごとき年金の形においてなされることが必然化される。要するにかかる方式にお
ける最低生活保障は、今日における進展した生存権の規範的内容に応ずるものとして、世界的規模において社会保障
発展史上登場したものと理解されるのである。少なくとも、この最低生活保障方式をとることは単なる立法政策の面
をこえた次元からの要請であることは確かである。
かくして、今日の生存権発展段階においては、無拠出年金の額は、最低年金額とともに公的扶助基準ｌこれ目体適
正なものであることが必要であるがｌに到達することが急務である。公的扶助、最低年金、無拠出年金の三者は、と
もに最低生活保障として同一性格を有するものであり、フランスに承られるように、その水準は同一におかるぺきも
のである。現在のわが国における無拠出年金と目される老齢福祉年金、保険料免除期間対応年金、老齢特別給付金
は、す承やかにその額におけるアンバランスが解消され、かつ、前述のように最低年金額との均衡がはかられたう
え、生活保護基準の水準に引き上げられるべきである。前述のように、私は、この三者の中で、保険料免除期間対応
年金が将来の無拠出年金の中核となるものと承るのであるが、その額は、現在のように正規の拠出制年金における国
庫負担分’三分の－１をそのまま確保するにとどまるべき屯のではないし、また、かりに被保険者期間の全期間（最
長四○年）が保険料免除期間であった者を考えた場合に、その者に支給される（無拠出）年金の額が、その者の被保
険者期間の長短に応じて変化するのも不合理である。
要するに無拠出年金あるいは最低年金は、最低生活保障を使命とするものであるから、最低生活保障に十分な額
が、期間の長短を問わず確保されることが絶対に必要である反面、それをこえる必要もないのである（無拠出であ
無拠出年金の法的性格とその社会保障上の地位
一一一
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る以上、最低生活保障水準以上のものを要求するのは無理である。）。
（１）ペパリッジ・レポート負恕・国一冒日目月目」シニ巴酔ａ・冊團己凹国・圏）四ｓ・山田鑑訳一四頁以下、一八五頁以下。
（２）従来の所得保障には、最低生活の国家的確保を意図する最低生活原則（の己の一い（２８目旨で一の）と国民所得の中断、喪失前
の生活水準維持を図る生活維持原則（勺日・甘一の。｛三色目の口目・の。｛弓『のぐ】・巨切の日ａｐａ・｛口ぐ〕ロ、）が認められ、後者はと
くに大陸型所得比例社会保険に代表される。くわしくは前掲拙稿参照。
（３）年金制をとる場合は、老齢・廃疾等全国民にあるていど共通の生活事故を対象とせざるをえないのに反して、貧困原因は
多様であって、年金制によってカバーできない面がどうしても残る。このような部面については公的扶助は将来にわたっ
て存続させる必要がある。
（４）勺・司一豊『の一○℃・曰［。ごロ・の①
（
５
）
被
用
者
で
あ
っ
た
者
で
拠
出
制
年
金
の
受
給
権
を
も
た
な
い
も
の
を
対
象
と
す
る
。
こ
の
ほ
か
、
フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
無
拠
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年
金
と
し
て
は、主婦手当（ＡＶＴＳと同額）、寡婦、かん夫手当、後述の国民連帯基金による補足手当の一一一種がある。（］・］・Ｏｇ９
胃・月》・ロ・曰［・・己・←』ｍの【の．）なお、フランスにおけるこれら無拠出年金の概要については、厚生省年金局企画課編「各
国の年金制度」（昭和四三・厚生出版社）参照。
（６）フランスの公的扶助制度については、］・』・ロ巨房旨・巨澆》○℃・三・・℃。①ｍＣの一ｍ・篭山、江口、田中「公的扶助制度比較研
究」（光生館、一九六八）一一三頁以下など参照。
（７）この額は、最低賃金の約半額に見合っているが、その額の低さが嘆かれている（］・】・○呂旦『・〆》○℃・巳｛・・己・吟］『）。
（８）第五三次改訂後の居宅、一級地月額基準生活費、一類、男一万三千五円六十円、女一万一千四百七十円、一一類一万七百八
十円、計月額三万五千八百十円。
一
一
一
￣ 
（１） 
以上を前提として、以下にいわゆる宮訴訟判決について検討を加』えることとしよう。
事案は、普通恩給の受給者であった原告宮氏が、昭和三九年一月一一八日に七○歳に達し、国民年金法七九条の一一の
老齢福祉年金の受給資格を取得したため、その受給権の裁定を岡山県知事に請求したところ、普通恩給受給の場合の
右老齢福祉年金の支給停止規定である同法七九条の一一第六項、六五条により、その支給の停止処分がなされたため、
その支給停止規定およびそれに基づく右処分の有効性が争われたものである。
判決理由は、まず総論的部分として、国民年金制度の沿革や基本的構成、拠出および無拠出年金の概要、老齢福祉
年金およびその支給制限の趣旨を述べたのち、右の有効性を憲法一一五条と一四条との一一つの関係で論じている。この
うち憲法一四条関係は本稿と直接の関連はないので、ここではふれないこととする。
判旨を要約するとつぎのごとくである。
日〔老齢福祉年金の趣旨〕老齢福祉年金は、㈹受給権者等の所得による支給制限はあるにしても、その受給権者の資産、能
力等の有無は問わず、その受給権者が最低限度以下の生活状態にあることやその生活水準が一定の基準を下まわることなどを支
給要件としていないこと、回支給額は、それのみで最低限度の生活を維持することはとうてい不可能な程度のものであり、これ
が受給権者の生活状態や資力等にかかわりなく一律平等に支給されていること、㈹老齢福祉年金の支給によって最低限度の生活
を営むことのできない者には、最終的には生活保護法上の生活保護がそれを保障する仕組承となっていることから、「老齢福祉
年金は老齢者の健康で文化的な最低限度の生活の維持に寄与する機能を果たす場合があるにしても、これを直接の目的としてい
るものとは、とうてい解することができない」。老齢福祉年金は拠出制年金に加入できなかった者に不十分ながら年金的保護を
及ぼし、国民皆年金の実をあげる政策目的のための経過的制度で、老齢国民に「所得の一部を補い、もって右のような生活不安
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二四
の除去又はより良い生活の一助とすることを目的とするものであると解するのが相当である」。
ロ〔福祉年金の支給制限とその趣旨〕
国民年金法七九条の二第六項で準用する六五条一項によって公的年金給付受給者に老齢福祉年金の支給を停止した理由は、
①国民皆年金の理念から、国民年金制度は従来からの公的年金制度の対象外にとり残された人合に年金制度の保護をおよぼす
ための制度で無拠出年金である福祉年金は拠出制年金の保護の及ばない者に対して、国民皆年金の実をあげる目的で支給する
ものであるから、他の公的年金制度の対象者にまでこれを支給することは福祉年金制度の趣旨にそわないこと、②他の公的年
金制度でも国庫負担がなされているから、公的年金受給者に福祉年金を併結すれば、国庫の二重負担となることである。
白〔老齢福祉年金の支給停止と憲法二五条〕
㈹憲法二五条一項の生存権の保障は社会的立法の制定、社会的施策の実施拡充によって実現されるもので、そこで同条二項
は国民の生活水準向上のため国が実施すべき施策のうち重要な事項を列記して、国がそれら施策を実施するよう努力する責務を
負うことをあきらかにしたものである。したがって、個々の国民は、憲法二五条の規定によって直接国に対する具体的請求権を
与えられているのではなく、同条の理念を具体化する立法によってはじめて取得するものである。
②数多く制定されている右の立法のうち、生活保護法は、最終的に最低限度の生活を保護するものであるが、これは現に生
活に困窮し、他に最低生活を維持する方途のない者を事後的、補足的に救済するものである。したがって、この施策だけをもっ
てしては憲法二五条二項の国の責務がはたされたとはいえず、国は最低限度以下の生活状態に陥ることをあらかじめ防止し、さ
らに進んで国民の生活向上のためのあらゆる施策を実施する責務を負う。国民年金法もその施策の一である。
いところで、右の施策の内容は、国の文化経済の発展段階に応じて決定をさるべきであるが、その判断は立法政策の問題と
し
て
、
立
法
府
の
裁
量
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
と
解
す
べ
き
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
一
定
の
要
件
に
該
当
す
る
国
民
に
か
ぎ
っ
て
一
定
の
権
利
・
利
益
を与える立法は、その判断が恐意的で、あきらかに合理性を欠き、立法府に与えられた裁量権をいちじるしく誤ったものと認め
られないかぎり、その当否につき政治的批判を受けることがあるのは格別、そのためにその法律が憲法二五条に違反して無効と
い
う
こ
と
に
は
な
ら
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
そ
の
法
律
の
要
件
を
欠
く
者
は
、
そ
の
法
律
に
基
づ
い
て
、
権
利
利
益
を
請
求
で
き
な
い
の
は
も
ち
ろ
ん、㈹に述べた憲法二五条の性格から、これに基づく請求もできない。
目公的年金受給者に対する老齢福祉年金の支給停止措置は、前述ロのとおり、相当の理由があってのことであり、また老齢
以上のように、判旨は、白㈹’㈹において、憲法二五条の性格について論じ、同条が国民に保護の具体的請求権を
与えたものではなく、それは具体的立法によってはじめてえられるものであること、その立法は生活保護法のごとき
事後的、補足的立法の糸では同条二項の国の責務がはたされたものではなく、予防的な積極的施策を実施する責務が
あるが、その施策の内容は立法政策の問題で、立法府の裁量に属するものであることを述べる。そして国民に対する
権利付与についての制限立法は、それが盗意的かつ不合理で、右の裁量権をいちじるしく誤ったものと認められない
かぎり、その法律が同条違反として無効とはならないとする。この裏を返せば、もしその制限立法が盗意的かつ不合
理であるときは、憲法二五条違反として無効となることとなり、事実、判旨は白目において、この前提のもとに老齢
福
祉
年
金
の
公
的
年
金
受
給
に
よ
る
支
給
制
限
規
定
の
盗
意
性
、
不
合
理
性
に
つ
い
て
の
判
断
を
加
え
て
い
る
。
本稿は、憲法二五条の性格について論ずることを目的とすることではないため、この点の判旨の考え方については
多くをふれないが、国民の権利制限立法の有効性を、その盗意性、不合理性の判断をとおして、憲法二五条規範にか
からしめたことは正当である。私流にいえば、その盗意性、不合理性は、憲法二五条の規範的内容に即して判断され
なければならないのである。
そこで、問題は本件制限規定の合理性いかんにあるが、判旨は、Ｑの支給制限措置に相当の理由があること、およ
び日の老齢福祉年金の性格からゑて、その制限立法に盗意性なしとし、憲法二五条違反による無効ではないとした。
無拠出年金の法的性格とその社会保障上の地位
二五
福祉年金は、前述日のように、最低生活の保障を直接の目的としたものでないことにかんがみれば、かかる制限措置は怒意的措
置とはいえず、立法政策上の当否はしばらく措き、それが直ちに憲法二五条に違反して無効とはいえない。よってその制限規定
に基づく処分も無効ではない。
無拠出年金の法的性格とその社会保障上の地位
一一一ハ
は
た
し
て
そ
う
で
あ
る
か
で
あ
る
。
まず判旨㈲の老齢福祉年金の性格を補充的、上積的なものとしてとらえることが誤りであることは前述したとおり
であって、もはや多くを語る必要はない。老齢福祉年金は、無拠出年金の一として、拠出制年金の補完的（ないし経
過的）地位におかれてはいるものの、年金の形をとおした、新しい形の最低生活保障たる基本的性格を有し、その進
歩性と国民皆年金の理念から、老齢保障に関しては、従来からの伝統的公的扶助たる生活保護法はこれに道を譲るべ
きものである。現在の額の低さからその基本的性格の認識を誤ってはならないことも前述のとおりである。老齢福祉
年金のかかる最低保障としての性格は、国民年金制発足当初から、他の公的年金を受給する場合の年金額が老齢福祉
年金の額よりも低いときは、その差額が老齢福祉年金として支給されることとされ（旧六五条三項）、また現在では
他の公的年金額が一定額（現在一六万円。現行六五条三項、国民年金法施行令五条の一一）以下の場合には、その額に
達するまで老齢福祉年金が併給される（法六五条三項、七九条の一一第六項）という形において、すでにわずかながら
あらわれている点を看過してはならない。現在においては、ただその額が低いというに過ぎない。もっとも、年金額
への最低保障制導入の要請からすれば、その公的年金額の低さ自体がそもそも問題であって、この水準を老齢福祉年
金額ともども最低生活保障水準まだ引き上げるのが本筋であろう。もし、そのような理想図が実現されれば、老齢福
祉年金の他の公的年金との併結禁止は合理性をもつであろう。しかし、そのような姿が未実現の段階では、併給禁止
に合理性はないといわなければならない。
（２） 
つぎに判旨ロについて。まず判】曰が老齢福祉年金の支給制限を相当とする根拠についての第一点（ロ①）について
は、たしかに国民年金は、「国民皆年金」を旗印として、既存の公的年金制度の対象とされなかった者を年金制度の
中に取入れて保護することを目的とし、無拠出年金制はさらに経過的に拠出不能な者にも年金を支給しようとするも
のであった。しかし、そのようにして制定された国民年金の全年金制度中におかれた客観的な地位ないし役割につい
て、もう一度眺めて承る必要がある。すなわち、右のような意図のもとに国民年金制が既存の公的年金制度の対象外
の者すべてを対象化したことによって、制度創設の順位からいえば最後ではあるが、国民年金は、年金制度のなかで
もっとも基本的、一般的、総括的地位に置かれたとゑられるのである。国民年金以外の各種年金制度は、この一般法
たる国民年金に対し、特殊国民層を対象とする特別制度として理解されうるのである。そして、国民年金のその一般
法的、総括的性格は、単に対象者の面の承ならず、給付額の面においても、各特別制度における給付額が少ないとぎ
（これが望ましいものでないことは前述）にはそれを補てんする形において発揮されるのが当然である。それゆえに
こそ、国民年金は、さきに承たように制度創設当初から、わずかながら、この機能を与えられているのである。
また、判旨のいう一一重の国庫負担の点についても、最低生活保障の水準までは、何重に国庫負担がなされても、あ
えて、異とするにはあたらないであろう。
このようにして、判旨が老齢福祉年金の制限規定を合理性ありとした根拠は首肯しがたく、私見の立場からは、そ
の制限規定は、今日の憲法一一五条の規範内容にてらし、盗意的であり、不合理であるといわざるをえないのである。
（１）判例時報七四○号一一五頁以下。これに対する論評としては、佐藤進「宮訴訟判決と公的年金法の課題」ジュリスト五六二
号四六頁以下など。教授が「この判決所論を読む限り、政府の年金法制解説とその主張を読む思いがすることは否定でき
ない」（同五○頁）とされるのはまったく同感である。
（２）現存の社会保障法上の給付の併給調整規定について、より一般的立場から分析検討されたしのとして、河野「併給調整の
無拠出年金の法的性格とその社会保障上の地位
二七
以上、拠出が皆無の者に支給される典型的な無拠出年金を「無拠出年金」としてとらえ、その現在における存在意
義、法的性格ないし他の所得保障給付に対する特質、あるべき全社会保障法体系上の地位について考察した。しかし
前述のごとく現在もはや純粋の形の拠出年金は存在しないぽかりか、とくに最低年金は部分的無拠出年金なのであっ
て、両者を概念上区別する根拠も乏しい。そして事実、制度論上両者は不可分一体の関係があり、本稿は一応「無拠
出年金」をテーマにしながら、最低年金にも同時に論及する結果となった。まことに、生成発展する社会保障法分野
においては、確定的法概念を立てることもきわめて困難な状勢である。とくに近い将来に予想される年金財政の賦課
主義化は、無拠出年金についての本稿の論拠を根底からくつがえす結果を招来するかもしれない。しかし、それは同
時に、社会保障法の根底にある生存権の発展的性格の如実なあらわれなのであり、それゆえにこそ、社会保障法上の
制度ないし権利の意義ないし性格を過去の古い固定観念の承で理解することは、より一層危険なことであることを銘
記しなければならないのである。
（一九七五、一、一○）
無拠出年金の法的性格とその社会保障上の地位
構造と不合理性」（岡山大学法学会雑誌一二巻一一一、四号所収）がある。
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